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第８章 従業員の行為

Ａ節 通則

１ 目的

この章の規定は、この契約に基づき使用される従業員に適用される行為の規範、制裁措置及びその手続を定め、

次に掲げることを目的とするものとする。

ａ 従業員を矯正し、職場の秩序及び士気を維持すること。

ｂ 同様の違反行為に対しては、同様の制裁措置が取られることを保障すること。

ｃ 制裁措置は、いかなる原因がある場合に取られるかを従業員に十分理解させること。

２ 基本方針

従業員は、割り当てられた職務を行ない、課された責任を良心的に果たし、米国政府、日本国政府及び自己の体

面を保つように業務上及び業務外において行動し、自己の職務について指示を与える者の権威を尊重し、また、自

己の行動を規制する規範、規則及び協定の文面と同様にその精神を遵守しなければならない。従業員は、行為の具

体的な基準について疑問がある場合には、監督者の助言を求めるものとし、また、監督者は必要ある場合には、そ

れを適切な契約担当官代理者に諮るものとする。

３ 損失に対する補償

いかなる従業員も、制裁措置として、財産の滅失又は損害に対してＡ側から補償を要求されることはないものと

する。

４ 日英両文様式

従業員に対して発出する様式及び通知は、すべて日英両文とするものとする。

５ 掲示

この章の規定は、全職場に日英両文で目立つように掲示しなければならないものとする。

６ 高齢従業員

ａ この章の規定は、高齢従業員にも適用するものとする。常用従業員としての雇用期間中にＢ節に定める行為の

規範のいずれかに違反した場合には、引き続いて雇用される高齢従業員に適用するものとする。

ｂ 在日米軍従業員としての雇用が引き続いている限り、すべての違反行為の回数は通算されるものとする。

Ｂ節 行為の規範

この契約に基づき使用される全ての従業員に適用される行為の規範は次のとおりとする。

１ 保護された情報の保全

Ａ側の公式記録及び業務は、公務の適切な遂行に必要であり、かつ、権限ある者に対する場合を除き、直接関係

する事務所又は区域の内外を問わず、これをどのような者にも漏らし、又は話題としてはならない。

２ 発言及び記事

公私を問わずＡ側施設及び業務に関する発言及び記事の公表は、Ａ側の保安規則及び保安関係係官又は情報関係

係官の許可について適用される要件に従って行われるものとする。

３ 書信及び陳情

Ａ側は、従業員が苦情処理のために設けられた苦情処理手続（第１２章参照）の範囲内で現地で問題を解決する

よう希望するが、従業員は、日本国政府又は在日米軍内における上級司令部の代表者と連絡を取る権利を行使する

場合には、抑制又は抑圧を受けることはない。ただし、従業員は、これらの書信、陳情又は申立てに関連してＡ側

の資材、設備又は時間を使用してはならない。

４ 私的業務及び私的利益

ａ 従業員は、次の各号に該当しない限り、私的業務（有給又は無給）に従事し、事業上の私的利益を得、又は公

職に従事すること等ができる。

(1) Ａ側に使用される従業員としての職務の能率的な遂行を妨げること。

(2) Ａ側の利益に反し、又は反するおそれがあること。

(3) Ａ側の信用を傷つけ、又は批判を招く原因となること。

ｂ 従業員は、行為の具体的な基準について疑問がある場合には監督者に助言を求めるものとし、また、監督者は、

必要ある場合にはそれを適切な契約担当官代理者に諮るものとする。

５ 贈与及びサービス
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従業員又は応募者は、なんらかの優先的な取り扱い又は配慮を得る目的で、他の従業員又は係官への贈物のため

の寄付を募り、又は寄付をしてはならない。従業員又は係官は、公式の決定若しくは措置に影響を及ぼすため、又

は地位若しくは契約を与え、獲得し、獲得することを援助し、若しくは従業員に業務外の個人的サービスを行わせ

るために、金銭その他の有価物を直接間接に募り、受け取ってはならない。

６ 勧誘、懇請及び行商行為

Ａ側施設及び区域内にある従業員の間で行われる募金活動は、利益を伴わない許可された慈善、福利計画に対す

る自発的寄付についての勧誘又は懇請に限られるものとし、かつ、各Ａ側施設がこのような計画について定めてい

る規則に従って行われるものとする。Ａ側施設及び区域内の従業員の間で行われる商品又はサービスの行商行為は、

禁止する。

７ 無許可欠勤

従業員は、欠勤する場合には、承認を得なければならない。承認又は理由のない欠勤は、すべて就業記録上休暇

以外の欠勤とする。

８ 賭博

従業員は、勤務時間中又はＡ側施設及び区域内において、組織的であると否とにかかわらず、賭博に参加し、こ

れを主催し、又は援助することは固く禁止される。

９ 秩序を乱す行為

従業員は、Ａ側施設及び区域内においては、乱暴な、若しくは騒がしいふるまい、争闘、ストーカー行為、いじ

め、職権の乱用（パワーハラスメント）、脅迫、他人に対する傷害、権限あるものに対する肉体的抵抗、暴行又は

無礼な、乱暴な、若しくは攻撃的な言葉を口にすること及び口論をし、又は口論を扇動することは固く禁止される。

10 合衆国に属さない団体及び者による諸活動

地位協定第３条第１項により、日本国政府が合衆国に提供した施設及び区域における合衆国に属さない団体及び

者による諸活動は、合衆国の関係当局により個々の場合について許可を得た上でのみ行なうことができる。

11 酒類等及び違法薬物又は規制薬物の使用

従業員は、勤務時間中又は勤務時間制によって定められた昼食時間及び休憩時間を含めて、Ａ側施設及び区域内

にある間は、酒類等、違法薬物又は規制薬物を服用し、使用し、所持し、配布し、又は売却することは固く禁止さ

れる。従業員は、酒類等、違法薬物又は規制薬物の影響のある間は、出勤してはならない。

12 政府の財産

従業員は、その職務の遂行にあたって使用を許された財産を公に認められた目的のみに使用しなければならない

と同時に十分に注意して取り扱うものとする。Ａ側が管理する政府の財産、記録若しくは情報を滅失し、損害を与

え、許可なく使用し、又は故意に破壊する行為は禁止される。

13 セクシュアル・ハラスメント

従業員は、Ａ側施設及び区域内においては他の者又は外においては、他の従業員を不快にさせる性的な言葉及び

／又は行為により他人に対してセクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。

14 縁故主義

人事措置を承認する権限を有する者若しくは人事措置に影響力のある者又は職務上、他者を推薦し、若しくは他

者の評価を承認するものが、親類を推薦又は選んではならない。

15 差別

従業員は人種、肌の色、宗教、性別、国籍若しくは地理的な起源、年齢又は障害の状態に基づく差別をしてはな

らない。これは人種的な、若しくは民族的な中傷、又は当該中傷が含まれる文書の流布も含む。

16 商品管理違反

従業員は、転売、収入獲得、交換、取引、譲渡、引渡し、質入又はその他の処分を目的として、日米地位協定第

１１条に基づき関税が免除される物品を購入又は受領してはならない。善意の贈り物であって、通常の社会的儀礼

の範囲内で従業員が受けるもの、又は法律により認められ、日本における一般慣行と認識して贈られるものは除く。

善意の贈り物は、額面価格（２５０ドル以下）を有し、報酬供与若しくは特別な計らいを現に受け、又は期待する

ことなく、他人に譲渡するものとする。

17 監督責任

監督者は、信用に値することが求められ、高い水準の倫理の手本であることを期待されている。従業員の業務を

指図及び管理する際には、誠実に、公平で倫理的に振る舞い、言動に一貫性を示すものとする。

18 その他

１から17までに規定するほか、附表Ⅹに規定する違反行為を行ってはならない。
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Ｃ節 制裁措置

１ 種類及び定義

Ｂ節の規定に違反した、又は附表Ⅹに規定する違反行為を行った従業員に対して取ることが認められる制裁措置

の種類及び定義は、次のとおりとする。

ａ 公式訓戒

公式訓戒とは、非行、不適切な業務遂行又は反復的な軽度の違反及び必要な矯正措置に関して従業員に与えら

れる公式文書をいう。

ｂ 減給

減給とは、一回の違反行為につき、平均賃金の１日分の半額を超えない範囲で、給与を一時的に減額する措置

をいう。減給の総額は、当該減額措置の執られる月に支給される賃金総額の十分の一を超えないものとする。総

額が１０％を超える場合は、その後の月額給与から減給するものとする。

ｃ 出勤停止

出勤停止とは、一時的に無給の身分で、強制的に就業を禁止する措置をいい、その期間は、制裁措置の範囲が

出勤停止までの場合は３０暦日を超えず、又は制裁措置の範囲が解雇までの場合は３ヶ月を超えないものとする。

ｄ 解雇

解雇とは、違反行為を理由に、強制的に雇用を解除する措置をいう。

２ 適用指針

ａ 制裁措置の範囲

違反行為に対する制裁の適切な範囲は、制裁を課すための指針を定めた附表Ⅹのとおりである。また、制裁の

範囲を示すために用いられる「公式訓戒から出勤停止まで」とは、減給を課する権限を含み、「公式訓戒から解

雇まで」とは、減給又は出勤停止を課する権限を含み、「減給から解雇まで」とは、出勤停止を課する権限を含

むものとする。

ｂ 必要最低限度の制裁措置

制裁は、必要最低限度のものでなければならず、口頭の説諭により十分矯正することができると認められる場

合には、制裁措置を取らないものとする。なお、口頭の説諭は、制裁措置ではなく、その対象となった従業員の

行為は、下記に定める算定期間において加算されるべき違反行為ではないものとする。

ｃ 違反行為の評価

Ａ側において行われる適切な制裁措置の決定は、Ａ側組織全体を通じ公平な制裁を課し、かつ、同等の事案に

は同等の措置をとることを保証するため、この章に従うものとする。ただし、附表Ｘは、機械的に適用してはな

らない。違反行為と制裁を評価するにあたっては、その事情が慎重に考慮されるものとする。過去の違反行為の

反復回数、違反行為の重大性の程度、制裁の直接的な効果及び全般的又は長期的効果、誘惑及び挑発の要素、そ

の者の勤務記録、Ａ側組織に対するその者の貢献、その者の周囲における評判、矯正の可能性並びにその制裁が

他の従業員に対して効果的な事例として役立つ程度等の面について考慮が払われるものとする。

ｄ 算定期間

算定期間とは、ＭＬＣ制裁措置通知書に示された発効日直後の期間であって、違反行為に対する制裁措置によ

って決定される。その期間内に重ねて違反行為が行われた場合は、前の違反行為（違反行為の種類は問わず）は、

その後の違反行為が何回目であるかを決定するに際し、算定の対象とする。制裁措置ごとの算定期間は附表Ｘの

とおり。重大な不当行為を繰り返す事例の増加は、Ａ側及びＢ側の相互の合意の元に各々の違反行為の算定期間

を延長する根拠となる。

ｅ 重複嫌疑の禁止

一の違反行為に対して二以上の嫌疑をかけることは、禁止するものとする。二以上の違反行為は、一通の「違

反行為嫌疑書」中に含めることができるものとする。

ｆ 異なる違反行為

従業員が一個の行為の結果、異なったいくつかの違反行為を犯した場合には、最も重大な違反行為に対する制

裁措置を課することができる。ただし、一個の行為の結果犯される他の違反行為は、最も重大な違反行為に対し

て認められる制裁措置の範囲内で制裁措置の程度を決定するにあたり考慮される。

ｇ 嫌疑の否認

従業員が嫌疑を否定したことを理由として、制裁を重くしてはならないものとする。

ｈ 附表Ｘに示されていない違反行為
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附表Ｘに具体的に示されていない違反行為は、同表にある類似の違反行為と比較して、制裁措置を決定するも

のとする。

ｉ ３回を超える違反行為

従業員が算定期間内に４回目以上の違反行為を行った場合には、この４回目以上の違反行為に対してとられる

制裁措置は、３回目の違反行為と同様のものとする。

ｊ 公式訓戒に対する従業員の答弁

公式訓戒に対する従業員の答弁については十分の考慮が払われることが重要である。そのため、公式訓戒案は、

従業員の答弁について十分な考慮が払われるまでは、保留されるものとする。答弁書を検討した結果、その公式

訓戒案が不当であると決定した場合には、それは、永久保存記録にとどめられず、かつ、従業員は、その旨通知

されるものとする。ただし、変更が必要でない場合には、公式訓戒は、答弁書とともに永久保存の記録とされる

ものとする。

ｋ 制裁解雇

制裁解雇の措置をとる前に、個々の事案における事実及び事情は、慎重に分析されるものとし、その事実及び

事情は、従業員が行為の規範に対して明白に不服従を表明し、又はそれに従うことを拒否したとの結論を立証す

るに足りるものでなければならない。従業員を制裁解雇する旨の決定が行われるに先立って、その者を矯正する

ために通常は段階的な制裁措置を適用するものとする。ただし、違反行為が、従業員を継続して雇用することが

Ａ側にとって有害である程度に重大である場合には、制裁解雇措置をとることができる。

Ｄ節 制裁措置手続

１ 違反行為の報告

この契約に別段の定めがある場合を除き、責任あるＡ側係官が、制裁措置が必要であり、かつ、その措置をとる

ことを正当とするに十分な証拠が存在すると信ずる場合には、「ＭＬＣ違反行為報告書」を作成し、契約担当官代

理者に提出するものとする。当該報告書の写し１部は、Ｂ側の地方機関の長に送付するものとする。

ａ 従業員から職場における他の従業員（加害した従業員をいう。以下第８章Ｄ節及び第１２章において同じ。）に

よる自己に対するパワーハラスメント行為についてＢ側に相談があり、Ｂ側による調査又は他の従業員に対する面

談の結果、Ｂ側が制裁措置が必要であると信ずる場合には、Ｂ側は、契約担当官代理者に対し、証拠があればその

証拠とともに他の従業員の調査報告書を提出することができるものとする。契約担当官代理者は、責任あるＡ側部

隊の係官に、報告書を審議し、必要であれば部隊内部調査を行い、意見を述べ、Ｂ側の調査報告書がＡ側の調査報

告書及び証拠と一致するかどうかを決定する機会を与えるものとする。Ｂ側の調査報告書がＡ側の調査報告書、証

拠及び決定と一致するとＡ側が決定した場合には、Ａ側部隊の係官は「ＭＬＣ違反行為報告書」を作成し、契約担

当官代理者に提出するものとする。契約担当官代理者が、制裁措置は必要でない、又は調査報告書が一致していな

いと決定した場合には、Ｂ側にその決定を通知するものとする。

ｂ 「ＭＬＣ違反行為報告書」の写し１部は、裏付ける証拠とともに、Ｂ側の地方機関の長に送付するものとする。

２ 調査

Ａ側は、従業員に対して制裁措置をとるか否かを決定するために、前記に定めるＭＬＣ違反行為報告書について

調査を行うものとする。調査官は、すべての事実を明確にするため、徹底的な調査を実施するものとする。調査に

当っては、Ｂ側の地方機関の長と協議を行うものとする。調査は、その従業員に対する質問を含むものとし、従業

員は、陳述を裏付ける証拠文書の提出及び、自己の立場を主張する権利を有するものとする。調査の終了の後、調

査官は、嫌疑をかけるべきか否かに関する意見書を添えて、十分な報告書を契約担当官代理者に提出するものとす

る。当該報告書の写し１部は、Ｂ側の地方機関の長に送付するものとする。

３ 違反行為の嫌疑

契約担当官代理者は、違反行為報告書、調査報告書及びその従業員の過去の記録を審査考量して、嫌疑をかける

べきか否かを決定するものとする。嫌疑をかけることに決定した場合には、その嫌疑について「ＭＬＣ違反行為嫌

疑書」の様式を作成するものとする。ただし、従業員が日本の刑法又はその他の日本の法令に基づき逮捕された

（不法住居侵入窃盗、違法薬物所持、性的暴行、殺人、飲酒運転による人身事故等）との通知を契約担当官代理者

が受け次第、かつ、従業員、職場の士気又は規律にとって悪影響があると合理的にみなされ得る場合、契約担当官

代理者は附表Ｘの違反行為１１の秩序を乱す行為として解雇の制裁措置を課すため、速やかに「ＭＬＣ違反行為嫌

疑書」を提出するものとする。契約担当官代理者がＭＬＣ違反行為報告書を受領し、ＭＬＣ違反行為嫌疑書が提議

されるまでの期間は、６０日を超えないものとする。当該期間は、相互の合意により延長することができる。この

嫌疑書は、Ｂ側の地方機関の長がその従業員に送付するものとする。その嫌疑書には、次の事項を記載するものと
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する。

ａ 嫌疑の対象となった違反行為（従業員が自己の立場を弁明することができるように具体的、かつ、詳細に記述

するものとする。）

ｂ その違反行為に対して課せられる附表Ｘに定める制裁

ｃ 違反行為報告書の概要、証拠の概要及び考慮の対象となる算定期間内における過去の違反行為

ｄ 従業員が嫌疑書を受領した後７日以内にＢ側に日本語又は英語で文書をもって答弁する権利及びその答弁の裏

付けとなる追加の証拠文書を提出する権利

Ｂ側の地方機関の長は、答弁書の原本に受領の日時を記入し、受領の後遅滞なく、それを契約担当官代理者に送付

するものとする。

４ Ｂ側の調査

Ｂ側の地方機関の長が独自の調査を実施する場合には、Ａ側関係官は、これに十分協力するものとする。この場

合、Ｂ側の地方機関の長は、調査の結果を文書により契約担当官代理者に通知するものとする。その文書を審議の

結果、Ａ側の調査官の調査した事実との間に実質的な相違があることが判明した場合には、契約担当官代理者は、

その相違を調整するため、調査官にＢ側の地方機関の長と協力して再調査を行わせるものとする。Ｂ側の地方機関

の長がＭＬＣ違反行為嫌疑書の提示を受け、最終の調査報告書が完成するまでの期間は、６０日を超えないものと

する。当該期間は、相互の合意により延長することができる。

５ 協議及び人事措置の要求

契約担当官代理者は、従業員の違反行為の有無及び課すべき妥当な制裁について意見をきくため、Ｂ側の地方機

関の長と協議するものとする。Ｂ側の地方機関の長は、契約担当官代理者が文書により定めた協議の開始日の後７

日以内に意見を提出するものとする。この協議期間は、Ｂ側の地方機関の長の文書による要求に基づき、相互の合

意により更に５日間延長することができるものとする。Ｂ側の地方機関の長は、協議を満足すべき結果に導くため、

その協議期間内にＡ側係官と交渉するものとする。違反行為報告書、従業員の過去の記録、従業員の答弁書がある

場合にはその答弁書及びＢ側の地方機関の長の意見を十分に考慮した上で、契約担当官代理者は、右の協議期間の

終了後又はそれ以前に合意が成立した場合にはその成立の後、Ｂ側の地方機関の長に対し７による人事措置を要求

するものとする。

６ 人事措置の要求の手続

ａ 措置の実施

Ｂ側の地方機関の長が契約担当官代理者の人事措置要求に同意する場合又は不同意であっても違反行為の事実

には同意し、かつ、課すべき制裁が出勤停止若しくは解雇でない場合には、その人事措置要求は、７により実施

するものとする。この場合、Ｂ側の地方機関の長は、不同意の事案を遅滞なく契約担当官との調整のため防衛省

地方協力局次長に付託することができるものとする。Ｂ側は、契約担当官との協議の開始日の後２１日以内に、

不同意の事案を更に日米合同委員会に付託する権利を有するものとする。

ｂ 措置の実施の停止

Ｂ側の地方機関の長が従業員の違反行為の事実について不同意の場合又は違反行為の事実については同意する

が、制裁措置として出勤停止若しくは解雇することに不同意である場合には、人事措置の要求を受領した後、遅

滞なく、契約担当官代理者に文書により不同意である旨を通知するものとする。この場合、この要求に基づく人

事措置は、実施しないものとし、事案は、Ａ側の代理者及びＢ側の地方機関の長によりそれぞれ防衛省地方協力

局次長及び契約担当官に送付されるものとする。Ａ側の代理者及びＢ側の地方機関の長が事案を送付するに当っ

ては、事案の関係書類一切に意見の相違点及びその理由を添付するものとする。

ｃ 意見の相違点の解決

防衛省地方協力局次長及び契約担当官は、交渉の開始の日付を記入した契約担当官の文書による要求に基づき、

誠意をもって迅速に交渉し、人事措置について合意に達するよう意見の調整を行なうものとする。

(1) 意見の相違が交渉のため定められた日の後７日以内又は相互の合意により延長された期間内に調整されない

場合には、契約担当官は、その判定を文書にして郵送その他の方法で防衛省地方協力局次長に送付するものと

する。判定に基づく人事措置は、契約担当官の判定を受領した日から、(a)出勤停止に関しては１４日間(b)解

雇または事実について不同意の存する事案に関しては３０日間は、実施しないものとする。

(2) 日米合同委員会が前記の１４日の期間又は３０日の期間内に決定を行った場合には、その決定に基づいて、

７により人事措置がとられるものとする。前記の期間内に日米合同委員会の決定が行なわれない場合には、そ

の期間満了とともに、契約担当官代理者及びＢ側の地方機関の長に契約担当官の判定が通知され、それに基づ

き、７により人事措置がとられるものとする。ただし、前記の期間の経過後に日米合同委員会が別段の決定を
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行った場合には、その決定に基づく人事措置がとられるものとする。

７ 従業員への通告

従業員には、「ＭＬＣ制裁措置通知書」の様式を発出して判定を通告するものとする。この通告書は、Ｂ側の地

方機関の長が従業員に渡すものとする。

ａ 通告の内容

その従業員に違反があったと判定された場合には、通告書にその違反行為を記載し、かつ、次に掲げる事項を

記載して従業員に通知するものとする。

(1) 判定

(2) とられるべき措置

(3) 制裁措置の発効日

(4) 算定期間及びその期間中更に違反行為をした場合の結果

(5) 後記の苦情の申立てをする従業員の権利

ｂ 実施要求書

通告書は、「ＭＬＣ人事措置要求書」の様式による制裁措置の実施要求書を添えて、Ｂ側の地方機関の長に送

付するものとする。

ｃ 記録

就業記録及び従業員の人事記録には、適切な関係事項の記載を行なうものとする。

８ 暫定出勤停止

違反行為に対する制裁の最高が解雇であって、契約担当官代理者がその従業員を継続して出勤させることが職場

の運営、人命又は財産に重大な危険があると断定する場合には、直ちに、その従業員を、迅速な調査及び決定が行

われる間出勤停止することができるものとする。契約担当官代理者は、Ｂ側の地方機関の長に対し出勤停止を直ち

に実施するよう要求するものとする。暫定出勤停止の措置を継続する必要がないと認めた場合には、契約担当官代

理者は、その従業員を出勤させるものとする。暫定出勤停止は、制裁措置ではないものとする。従業員は、出勤停

止の期間に対し休業手当を支給されるものとする。従業員が出勤を停止され、後になって違反行為はなかったと判

定された場合又は制裁措置が解雇より軽かった場合には、その従業員は、出勤停止の期間の通常給与と休業手当と

の差額を支給されるものとする。

９ 苦情の申立て

従業員は、この章の規定に基づき取られる制裁措置に対して、第１２章に定める苦情処理手続きにより苦情の申

立てを行なうことができるものとする。この苦情の申立ては、制裁措置の通告を受領した後、７日以内に書面によ

り行わなければならない。苦情の申立てが行われると否とにかかわらず、その制裁措置は実施に移されるものとす

る。



１回目 公式訓戒から減給まで

２回目 公式訓戒から出勤停止まで

３回目 減給から出勤停止まで

１回目 解雇 無期限

１回目 公式訓戒

２回目 公式訓戒から減給まで

３回目 減給から出勤停止まで

４ａ　徘徊、勤務中の睡眠、私的業務

１回目 公式訓戒

２回目 公式訓戒から出勤停止まで

３回目 減給から出勤停止まで

４ｂ　当該行為が深刻な傷害、人命損失又は甚大な財産の損害に至った場合

１回目 出勤停止から解雇まで

２回目 解雇

１回目 公式訓戒から出勤停止まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 出勤停止から解雇まで

１回目 公式訓戒から出勤停止まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 出勤停止から解雇まで

附表Ｘ　違反行為及び制裁措置に関する表
注：附表Ｘの説明は、第８章Ｂ節「行為の規範」を補足する。

違反回数

５　政府の備品の不正使用

６　休暇の乱用、虚偽申請、虚偽報告等

１年

１年

説明：勤務中の睡眠、私的読書、私的業務、職場離脱等、許可なく、又は正当な理由なく職務を遂行せず、割り当てられた作業又は
指示を怠る又は遅延し、業務の運営に支障を生じさせること。

説明：政府の機器を製造業者の仕様書、製造業者の指示書、司令部又は現地の命令若しくは指示等に示されているとおりではなく、
不適切に使用すること。機器には、コンピューター、車両、航空機、工具、事務機器等を含むが、これらに限定されない。当該不正使
用が機器に対して重大な損害を与えた場合、違反行為８が該当する適切な違反行為とする。政府の財産の不正使用により情報が無
許可で開示された場合、所要の是正措置を決定するために違反行為１９が用いられる。

例外的解雇：上記の例外として、従業員の行動が直接的に、又は間接的に、現役軍人又は軍属の士気に悪影響を及ぼし、人に対し
て危害若しくは財産、職場の業務又は任務に損害が及び、当該違反行為が軍隊の環境にとっての重大な危険とみなされた場合、１
回目または２回目の違反で解雇できるものとする。

説明：傷病休暇等の休暇の虚偽申請を行うこと、病気を口実に出勤しないこと、偽造した診断書を提示すること、診断書を変造するこ
と等。定められた手続に基づき休暇を申請しないこと。意図的な虚偽陳述、偽造、誇張又はあらゆる公式文書に関連する重要な事実
の隠蔽、公式な調査を実施している事案に関係する重要な事実の隠匿。

違反行為及び制裁措置 算定期間

１　無許可欠勤

３　遅刻又は早退

３年

説明：許可又は正当な理由なく、１日以上連続して欠勤すること。欠勤日数の合計が連続で１４日に達した場合には、解雇される場合
もある。（制裁措置「２　職場放棄」を参照）

説明：通常、最初の遅刻に対しては、忠告又は口頭説諭が行われる。３０分以上遅刻すること、無断で早退すること、昼食から遅れて
戻ること、許可なく１回の通常の所定勤務時間未満の欠勤をすること。

１年

２　職場放棄

説明： 許可又は正当な理由なく、１４日以上連続して欠勤すること。

１年

１年

４　職務怠慢

附表Ⅹ - 1



附表Ｘ　違反行為及び制裁措置に関する表
注：附表Ｘの説明は、第８章Ｂ節「行為の規範」を補足する。

１回目 公式訓戒

２回目 公式訓戒から出勤停止まで

３回目 減給から出勤停止まで

８　財産に対する損失

１回目 公式訓戒から解雇まで

２回目 減給から解雇まで

３回目 出勤停止から解雇まで

１回目 公式訓戒から解雇まで

２回目 減給から解雇まで

３回目 解雇

１回目 公式訓戒から出勤停止まで

２回目 減給から解雇まで

３回目 出勤停止から解雇まで

１１ａ　生産性、規律又は士気に悪影響を及ぼす攻撃的な言動

１回目 公式訓戒から出勤停止まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 出勤停止から解雇まで

１１ｂ　暴力的な、脅迫的な、又は犯罪的な行為

１回目 公式訓戒から解雇まで

２回目 出勤停止から解雇まで

３回目 解雇

１２ａ　安全に関する慣行に従わない場合

１回目 公式訓戒から出勤停止まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 出勤停止から解雇まで

７　怠惰

９　窃盗

例外的解雇：上記の例外として、従業員の行動が直接的に、又は間接的に、現役軍人又は軍属の士気に悪影響を及ぼし、人に対し
て危害若しくは財産、職場の業務又は任務に損害が及び、当該違反行為が軍隊の環境にとっての重大な危険とみなされた場合、１
回目または２回目の違反で解雇できるものとする。

１年

１年

１０　命令に対する不服従

１２　安全に関する慣行及び規則の違反

１年

説明：Ａ側が管理する財産（車両及び航空機を含む）、記録若しくは情報、又はＡ側の施設内にある他人の財産を損失し、損害を与
え、若しくは破壊すること。損失又は損害が重大な場合で定められた操作手順に従うことを故意に怠った場合又は重要な価値を有す
る政府の財産を故意に不正使用した場合、第１回目の違反行為であっても解雇することができる。

無期限

説明：割り当てられた業務又は指示を妥当な期間内に実施することを故意に遅らせ、又は実施しないこと。業務遂行能力に関連する
ものではない。

説明：正式な命令を実行することを意図的に拒否すること、現地若しくは上位の方針に従わないこと等を含む不服従、又は質問、調査
若しくはその他の公式な手続きにおいて証言又は協力を拒否すること。

１１　秩序を乱す行為

無期限

１年

説明：横領、窃取若しくは詐取（不正受領を含む。）又はそれらの未遂又はＡ側が管理する財産、記録、情報及び／若しくは資源又は
Ａ側の施設内にある他人の財産の無許可使用。

１年

説明：
ａ．乱暴な、又は騒がしいふるまいにより生産性、規律又は士気に対して悪影響を与えること、乱暴な、又は攻撃的な言葉を口にする
こと、口論をし又は口論を扇動すること、又は他人の生産性に支障を来すこと。他の従業員、監督者、その他の係官又は部下に対し
て、偽りの、悪意のある、又は根拠に欠く発言をすること。
ｂ．業務上又は業務外での、争闘、ストーカー行為、いじめ、職権の乱用（パワーハラスメント）、威嚇、脅迫（殺害の脅迫を含む）若しく
は他人に対する傷害、危険な武器の所持、権限ある者に対する肉体的抵抗、日本の刑法若しくは条例に違反するみだらな若しくは不
道徳な行為及び行動、又はＡ側の施設及び区域内外での、その職位又はＡ側の信用を落としめる可能性のある罪若しくは行動。
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附表Ｘ　違反行為及び制裁措置に関する表
注：附表Ｘの説明は、第８章Ｂ節「行為の規範」を補足する。

１２ｂ　規則に従わないことにより、重大な傷害、人命損失又は財産に重大な損害を生じた場合

１回目 出勤停止から解雇まで

２回目 解雇

１３ａ　財産に軽微な損害を与えた場合又は傷害を伴わなかった場合

１回目 公式訓戒から出勤停止まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 出勤停止から解雇まで

１３ｂ　本人又は他人に傷害を負わせた場合又は財産に重大な損害を与えた場合

１回目 公式訓戒から解雇まで

２回目 出勤停止から解雇まで

３回目 解雇

１回目 公式訓戒から減給まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 出勤停止から解雇まで

１回目 公式訓戒から減給まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 減給から解雇まで

１回目 解雇 無期限

１回目 公式訓戒から減給まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 出勤停止から解雇まで

１回目 公式訓戒から解雇まで

２回目 出勤停止から解雇まで

３回目 解雇

説明：目の保護具等の安全装備を使用せず、聴覚保護プログラムの要件に従わない等、安全規則に従わないこと。

説明：業務上若しくは業務外又は施設内におけるＡ側又は日本のいずれかの車両安全又は交通規則に対する違反であって、従業員
が無謀運転又は酒気帯び運転中、他人を死亡させ、若しくは重大な傷害を負わせた場合又は、交通事故発生後、傷害を負った者を
救護する等の義務に違反し、その結果他人を死亡又は重大な傷害を負わせたときは、１回目若しくは２回目の違反であっても解雇さ
れるものとする。
ａ．　傷害又は財産に対する損害を伴わず、自己又は他人の安全を危険にさらさない場合
ｂ．　本人若しくは他人に傷害を負わした場合、財産に損害を与えた場合、又は自己若しくは他人の安全を危険にさらす場合

１年

１７　贈収賄

１８　強要

説明：許可なくＡ側の施設及び区域内で、勤務時間中にアルコール飲料を飲み、若しくは売ること又は快楽の錯覚若しくは幻覚等を得
るために非規制薬物を使用すること。酒類等の影響を受けて出勤すること、職務を適正に遂行し得ない程度に酒類等の影響を受けて
勤務すること、又は自己若しくは他人に危害を与えること。

１年

説明：勤務時間中又はＡ側の施設及び区域内において、組織的であると否とにかかわらず賭博に参加し、これを主催又は援助するこ
と。

１３　車両規則違反

１４　酒類等の飲用等

１５　賭博

１６　麻薬

説明：Ａ側の施設及び区域内における、麻薬（若しくは麻薬を使用するための器具類）の使用、所持、若しくは配布、又は麻薬をＡ側の
施設及び区域内に持ち込もうとすること。麻薬とは、神経組織刺激剤、大麻、習慣性麻薬剤をいう。

説明：他の政府職員、契約業者、従業員から贈答品や贈物のための寄付を募ること。より所得の低い者から申し出た、若しくは寄贈
品として渡された贈答品や贈物を受け、又はより上位の職位の者に対する寄付として贈答品や贈物を渡すこと。

１年

３年

３年

１年

無期限
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附表Ｘ　違反行為及び制裁措置に関する表
注：附表Ｘの説明は、第８章Ｂ節「行為の規範」を補足する。

１９ａ　機微な情報又はその他の保護された資料の無許可の開示又は使用

１回目 公式訓戒から出勤停止まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 出勤停止から解雇まで

１９ｂ　Ａ側の規範に悪影響を及ぼす場合又は運用に重大な危機を引き起こした場合

１回目 減給から解雇まで

２回目 出勤停止から解雇まで

３回目 解雇

２０ａ　相手の意に反することを認識の上での性的言動

１回目 公式訓戒から出勤停止まで

２回目 出勤停止から解雇まで

３回目 解雇

２０ｂ　相手の意に反することを認識の上で性的言動を繰り返すこと

１回目 出勤停止

２回目 出勤停止から解雇まで

３回目 解雇

２０ｂ（１）　執拗な行為により相手に強度の心的ストレスを与え精神疾患を負わせること

１回目 出勤停止から解雇まで

２回目 出勤停止から解雇まで

３回目 解雇

２０ｃ　強制わいせつ、監督者としての権力等を用いた性的関係／性的暴行の行為

１回目 出勤停止から解雇まで

２回目 解雇

１回目 公式訓戒から減給まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 出勤停止から解雇まで

説明：懸案中の、又は自己の職務の権限内、あるいは自己の信頼されている地位において、あらゆる問題、事案、原因又は手続きに
関する決定又は措置に影響を与える意図を持って金銭、小切手、為替手形、契約、約束、保証、心付け、金銭支払担保又は有価物
の引渡若しくは譲渡を要求し、渡し、若しくは渡そうとし、受け入れ、又は受領すること、又は雇用に関連し利益を受ける目的をもって
脅迫若しくは威圧を用いること。

説明：ａ．情報若しくはその他保護された資料を無許可で開示又は使用すること。データ、図面、金額、書類等の慎重な取扱いを要す
る情報をＡ側の機関と取引がある者若しくは取引を求める者又はＡ側の決定により取引上の利益を受ける者に無許可で開示するこ
と。　ｂ．この無許可の情報開示により、当該情報を入手した者を利することとなる場合又は、Ａ側若しくはＡ側の機関が使用する者に
とって、その立場を損ない、若しくは不利に働くこととなる、又は、Ａ側の規範を妨げる又はそれに悪影響を及ぼす場合。その地位によ
り知り得た機密又は秘密の情報の漏洩により運用に重大な危機を引き起こす場合を含む。

説明：Ａ側の施設及び区域内において、嫌がる相手に対して、他人の面前若しくは秘密裏の性的誘惑行為、又は性的な関係、若しく
はその他性的な言葉又は行為を強要し、それが、個人の職務の遂行を妨げ、又は他人に恐怖感を抱かせ、若しくは不快にさせるこ
と、並びにＡ側施設及び区域外においては、他の従業員に対し同様の行為を行うこと。適切な制裁措置の決定は、その事例における
事実関係や事情をセクシュアル・ハラスメントは許容されないとする方針に照らして行われる。その行為が敵対的な、又は不快な職場
環境を形成した場合は、１回目の違反行為でも解雇する理由となる。

無期限

２１　縁故主義

１年

説明：人事措置を承認する権限を有する者若しくは人事措置に影響力のある者又は職務上、他人を推薦し、若しくは他人の評価を承
認する者が、親類を推薦する、若しくは選ぶこと。

無期限

１９　保護された資料の無許可の開示又は使用

無期限

1年

１年

２０　セクシュアル・ハラスメント

無期限
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附表Ｘ　違反行為及び制裁措置に関する表
注：附表Ｘの説明は、第８章Ｂ節「行為の規範」を補足する。

１回目 公式訓戒から減給まで

２回目 減給から出勤停止まで

３回目 出勤停止から解雇まで

１回目 公式訓戒から解雇まで

２回目 減給から解雇まで

３回目 解雇

２４ａ　不適切な監督

１回目 公式訓戒

２回目 公式訓戒から減給まで

３回目 減給から出勤停止まで

２４ｂ　違法行為の隠蔽／無視

１回目 減給から出勤停止まで

２回目 出勤停止

３回目 出勤停止

説明：ａ．部下に対して制裁措置等がとられた際、監督者としての管理において指導者の適性を欠いた監督者；　ｂ．部下の違反行為
を認識したにもかかわらず、その事実を隠蔽し、又は事実を無視した監督者。

無期限

３年

説明：人種、肌の色、宗教、性別、国籍若しくは地理的な起源、年齢又は障害の状態に基づく差別。人種的な、若しくは民族的な中
傷、又は当該中傷が含まれる文書の流布も含む。被差別者の状況及び受けた影響並びに暴言の使用、暴力的な取扱い又は侮辱的
な態度について考慮する。

３年

説明：転売、収入獲得、交換、取引、譲渡、引渡し、質入又はその他の処分を目的として、日米地位協定第１１条に基づき関税が免除
される物品を購入し、又は受領すること。善意の贈り物であって、通常の社会的儀礼の範囲内で従業員が受けるもの、又は法律によ
り認められ、日本における一般慣行と認識して贈られるものは除く。善意の贈り物は額面価格（２５０ドル以下）を有し、報酬供与若しく
は特別な計らいを現に受け、又は期待することなく、他人に譲渡するものとする。

２２　差別

２４　監督責任

無期限

２３　商品管理違反
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